
 外国人留学生（調理師）が卒業後、働きながら国内で日本料理を学ぶ
ための活動を認める。 

現 状 

 日本料理の調理業務に従事することを予定している外国人に付与される在留
資格は存在せず、外国人が働きながら日本料理を学ぶことはできない。 

 一方、海外では日本料理がブームになっており、「和食」がユネスコの無形文化
遺産に登録されるなど、日本料理に対する注目が高まっている。 

 日本料理のスキルをさらに高めたい意欲をもった外国人留学生の
ニーズに応えられる。 

 現場で日本料理を学んだ外国人が世界で料理人として活躍するこ
とによって、日本料理を海外普及を促進。 

想定される効果 

規制改革内容 

（日本料理の例）日本料理店、料亭、そば・うどん店、すし店、 
        お好み焼・焼きそば・たこ焼き店 など 

働きながら日本料理を学ぶための在留資格の要件緩和 

詳細は左記答申をご確認ください。 
創業・ＩＴ等分野 ①企業・新規ビジネスの創出・拡大 
（「規制改革に関する第２次答申」P36） 
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公的機関からの電子的手段の通知が促進されるよう、eLTAX上のデータ

への電子署名付加や、マイポータル等にける税額参照機能の構築などを
おこなう。 

現 状 

 地方公共団体からの徴収金の賦課徴収、及び還付に関する書類は、
紙での郵送が原則。 

 特別徴収税額通知については、eLTAX上に電子署名を付ける機能が
ないため、法的効力をもたせられない。 

 納税者は、自らの納税額などをWeb上で参照できる仕組みがない。 

 企業の地方税にかかる事務処理の効率向上 
 国民の税額参照における利便性向上 
 行政の税額通知にかかる発送コスト、管理コスト等の削減 
 ペーパーレスによる環境保全 

想定される効果 

規制改革内容 

企 業 

従業員 

マイポータル/ 
eLTAX 

市区町村 

マイポータル上で、
自分の税額をい
つでも参照可能に 

通知は、eLTAX
上で電子データ
の送信で完結 

住民税に係る業務
を電子処理でおこ
なうことが可能に 

現在 

改革の
方向性 

特別徴収 
税額通知 

一部電子データへ
の対応もあるが、
原則紙での郵送 

紙を元に事務処
理、従業員への
通知 

公的機関からの電子的手段による通知の促進 

創業・IT等分野  ②ITによる経営効率化 
（「規制改革に関する第２次答申」P38～39） 詳細は左記答申をご確認ください。 
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